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減少から、2017 年度に比べ 24,000ha（0 .5%）減少










は 2005 年の約 386,000ha に対し、
2 研究紀要『災害復興研究』第 12号
2015 年には約 423,000ha に増加している。荒廃農
地
3）
は 2008 年の約 284,000ha に対し、2018 年には
約 280,000ha と、それほど変化していないが、そ
の内訳を見ると、再生利用困難な農地が 2008 年






























































































































松本敬司ほか（2013）は、1 .1 .2 で示した、田
中調整池を含む利根川の三つの調整池を対象に、
洪水調整量の推計を行っている。その結果、これ













































































図 1 と図 2 に徳島県全体の 2006 年、2014 年の
土地利用（国土数値情報）を、図 3 と図 4 に、土
地利用変化が大きい、徳島東部都市計画区域付近























売農家が 26 .3% 減、自給的農家が 11 .1% 減である




（経営耕地面積）は、2005 年の 21,137ha に対し、
2015 年には 18,194ha と、2,943ha（14%）減少し
ている。徳島県の世帯数は 2 .4% 増加しているの














































































1 からゾーン 2 に含まれない、標高が 80m 以下
の地域とした。開発圧力が少なく、農業が産業の
中心となる地域を想定している。ゾーン 4 は、






なっている。表 1 によると、徳島県の標高 80m












あ り、3 次 メ ッ シ ュ の 100 分 の 1 で あ る、 約











標高 面積［km2］ 農地面積（2006）［km2］ 農地の割合［%］
0-80m 827 337 40.8
80m以上 3,197 217 6.8

















と、ゾーン 1 から 3 は、約 9% 程度、中山間地域
が大半を占めるゾーン 4 は 2 .3% 程度となってい
る。ゾーン 1 は、市街化区域が含まれているた
め、市街化区域内農地の転用によると考えられ
る。しかし、ゾーン 2、ゾーン 3 は市街化調整区
域が含まれるものの、農地減少が進んでいる。




































ゾーン1 111 10 8.8
ゾーン 2 420 40 9.6
ゾーン 3 429 42 9.7
ゾーン 4 3,064 70 2.3



















図 11 より傾斜度との関係を見ると、ゾーン 1、
ゾーン 2、ゾーン 3 は、農地が減少した面積のう





1、2、3、4 の順番で道路密度 1km 以下のメッ
シュで農地が減少する割合が大きくなっている。










0% 20% 40% 60% 80% 100%
11人以上 10‒6人減 5‒1人減 1‒4人増 5‒9人増 10人以上増
3.0 8.2 21.6 12.1 2.9
0.1
9.3 12.6 34.3 17.6 6.8 1.0
12.7 15.2 31.3 17.1 6.3
1.8
4.4 12.4 30.7 20.6 13.1 3.0
図 10　農地減少面積と農林業従事者数変化の関係
出所：国土数値情報　土地利用細分メッシュデータ 2006 年、同 2014 年、国勢調査　





0% 20% 40% 60% 80% 100%
5度以下 6‒10度 10‒14度 15‒19度 20度以上























1km 以下のメッシュで 95% が農地減少してお
り、道路密度の影響は小さいと考えられる。
次に、SM、小学校への距離との関係を見てい
く。図 13 より SM への距離と農地減少面積の関
係を見ると、ある程度の市街化圧力が想定される
ゾーン 1 では、SM から 2km 以下のメッシュで
農地が減少した割合が 94 .9% と、大部分を占めて
いる。同様に、ゾーン 2 では 80 .6%、ゾーン 3 で
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0% 20% 40% 60% 80% 100%
1km以下 1‒2km 2‒3km 3‒4km 4‒5km 5km以上
3.4 9.6 9.5 8.1 9.2 60.3
32.3 36.5 15.5 6.0
3.2
6.4










られる。ゾーン 4 は、山間部であるため、SM か
ら 2km 以下のメッシュで減少した農地は 13% し
かない。よって、SM の影響は非常に小さい。
図 14 より、小学校への距離との関係を見る









まれるゾーン 2、ゾーン 3 では、農地が減少した

























予測値である。土地利用は 2006 年（図 1）、2014
年（図 2）のデータを利用した。
メッシュ i の雨水流出量 Vi ［m3/h］は、次式で
計算した。これは合理式（玉井	1999）として広
く利用されているものである。
	 Vi = Ai
j
i=1
∑ ⋅ f j ⋅ri 	 （1）
ここで、 Ai
j はメッシュ i の土地利用 j の面積、














0% 20% 40% 60% 80% 100%
1km以下 1‒2km 2‒3km 3‒4km 4‒5km 5km以上














に用いた流出係数 f j を示す。農地と荒地は、同
告示「林地、耕地、原野その他ローラーその他こ
れに類する建設機械を用いて締め固められていな
い土地」の流出係数 0 .20 を用いた。森林は、同
告示「山地」の流出係数 0 .30 を用いた。都市的
土地利用は、同告示「宅地」の流出係数 0 .90 を
用いた。ゴルフ場は、同告示「ゴルフ場」の流出
係数 0 .50 を用いた。その他は、同告示「法面を
有しない飛行場」の流出係数 0 .90 とした。ri は、
直近 10 年間で最大の時間雨量である 90 .5［mm/h］
（徳島）とし、県内で同一値とした。
次に、洪水リスク評価値を計算する。まず、
メッシュ i の浸水深 Si を次式で計算する。
	 Si ="Vi  （6hr）−Vpadyi,/land_Ai	 （2）











困難度 Evaqi を、浸水深 0 .3m 以上を 1 .0、浸水深








	 Ei =Evaqi	*	Relderi	 （3）
4.3	評価結果の考察














農地 森林 荒地 都市的土地利用	（建物用地、交通関係用地）ゴルフ場 その他






に対する 2014 年の変化率を集計した（表 4）。全
てのゾーンで洪水リスク評価値が上昇している。
市街地が中心で高齢世帯も多いゾーン 1 では
46 .0% 増、市街化調整区域が中心のゾーン 2 は















図 17、図 18 に 2006 年、2014 年の洪水リスク評







































1 111.3 59.0 86.2 46.0
2 419.8 58.3 115.2 97.6
3 429.3 97.1 165.4 70.4
4 3063.5 321.7 359.3 11.7




















































に、ゾーン 2 は 97 .6% 増、その周辺であるゾーン
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Abstract:
The purpose of the paper is to evaluate the disaster risk caused by the changes 
in farmland as a key part of the green infrastructure and its impact on disaster risk 
in Tokushima prefecture. We evaluated the risk using two factors: one is evacuation 
level based on volume of surface runoff (calculated according to land characteristics), 
and the other is the number of elderly households. From the analysis, high disaster 
risk areas were observed in the suburban periphery of the city of Tokushima and 
the small and widely dispersed farmland in the mountains. The high disaster 
area overlapped with the flood-prone area in the middle and lower sections of the 
Yoshinogawa river watershed. Therefore, maintenance of the farmland in these 
areas is important to mitigation of flooding that can increase disaster risk. 
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